
要 望 項 目 要   望   の   要   旨 

４ 

地方創生の推進 

・北九州市・国家

戦略特区（介護ロ

ボットの実証実装

及び近未来技術の

実証実験）の推進

への支援 

本市におきましては、平成27年10月に「北九州市まち・

ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、産官学金労言住で

構成する協議会を中心として、地方創生の実現に向けオー

ル北九州で尽力しています。 

 このような中、国におきまして創設された地方創生関連

交付金を本市では積極的に活用させていただき、本市の地

方創生に資する以下の事業に取り組んでおります。 

国家戦略特区の規制緩和を活用し、平成28年度から介護

老人福祉施設において、介護ロボットを活用した実証を行

っています。 

実証の成果により、ロボットテクノロジー等の先進的技

術を活用し、介護現場における心身の負担の軽減や働き方

を変えていくという「先進的介護」のあり方を示して、国

の介護保険制度へ反映させることを目指しています。 

さらに、地域産業の振興に寄与するため、介護分野のロ

ボット産業の集積を図り、わが国の介護ロボット産業を牽

引する地域を目指していきます。 

また、「自動車の自動運転」、「小型無人機」、「IoT、無線

通信等の電波利用」などの高度な産業技術を活用した実証

実験を円滑に実施するため、国家戦略特区のメニューを活

用して、昨年11月に「北九州高度産業技術実証ワンストッ

プサポートセンター」を設置し、産学官が連携して近未来

技術の実証実験に取り組んでいます。 

国においても「経済財政運営と改革の基本方針」に掲げ

られた地域限定型の規制のサンドボックス制度の創設によ

り、近未来技術の実証実験を特区内でより迅速・円滑に実

現できるよう検討が進められておりますが、特区指定自治

体として取組みを更に加速するため、制度の早期創設を要

望します。 

つきましては、介護分野におけるロボットテクノロジー

を活用した研究開発・実証・導入プロジェクトへの財政支

援措置の継続と、地域限定型の規制のサンドボックス制度

を活用した近未来技術の実証実験を積極的に行うための 

財政支援をお願いします。 
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・首都圏等の企業

の地方移転や地方

拠点の強化を促進

するための支援 

新たな企業立地の機会を捉える中で、地方の人口減少の

要因の一つである若者の流出が懸念されています。 

若者流出を抑えるためには、首都圏からの本社機能等の

移転に加え、テレワーク等により切り出し出来る分野を地

方に展開し、若者に魅力的な仕事を地方に準備する支援策

の検討をお願いします。 

１ 地方へ移転する企業に対する国独自の「移転促進交付 

金」創設 

２ 銀行の保有不動産について、企業等に自由に賃貸でき 

るよう、用件(金融庁の監督指針)の見直し(規制緩和) 

３ オフィス賃貸に対する税制優遇 

また、国内拠点の再編や海外移転の推進等により、従来

の重点立地地域や臨海部を中心に未利用の工場跡地・空き

工場は増加傾向にあります。 

 ついては、工場跡地の需要・供給の変化や利活用が進ま

ない状況等を踏まえ、工場跡地等の利活用を推進する方策

の検討をお願いします。 

 さらに、グリーンフィールド（山林、未利用地等）を新

たに開発せず、ブラウンフィールド（工場遊休地等）を工

夫して活用することは環境にやさしい取組みであるため、

その活用を図り、企業誘致や市内企業の業務拡大の支援策

の創設をお願いします。 

１ 企業がブラウンフィールドを効果的に活用できるよ

う、国による推奨取組の実施 

２ 工場跡地の活用に対する国独自の助成金の創設 

３ 工場跡地の活用に対する税制優遇措置の実施 



■地域資源を活用
・ものづくり技術革新の進展
・環境、エネルギー産業の更なる振興
・北九州空港の大規模な集貨、集客

■課題を解決
・若者の地元就職を促進
・日本一起業しやすいまち

しごと

・情報発信、窓口機能の充実
・住宅、教育環境の充実
・企業の本社機能誘致
・観光客増の取組

ひ と

・女性活躍日本一施策の充実
・ダイバーシティ経営モデル
・結婚、妊娠、出産、子育て、
教育までの一貫支援

■アジアとつながり潜在能力を
引き出す

・都市まるごと輸出
・人材受入育成拠点形成
・新社会創造イノベーション拠点

ま ち

・日本トップクラスの安全・安心なまちづくり
・文化芸術の取組
・都市のコンパクト化とリノベーション
・シビックプライドの醸成

人が来る

人を呼ぶ

若い世代の結婚・ 出産・子育て
の希望をかなえる

東京圏などから北九州市への
新しいひとの流れをつくる

豊かに暮らす

基本目標

①しごとの創出
■市内大学生地元就職者数 1.5倍（地元就職率10ポイントアップ 22％⇒32％）
■市内新規雇用者数 2万人
■空港利用者数 200万人（126万人 H26年度）
航空貨物取扱量 倍増（15千トン⇒30千トン）

■ものづくりと環境・エネルギーに関する経済波及効果 約9,500億円

②ひと「新しい人の流れをつくる」
■首都圏からの本社機能移転等 30社
■小倉駅新幹線口年間集客数 300万人以上（年間）
■外国人観光客数 70万人（13万人(H25年次)⇒70万人）

③ひと「若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる」
■女性の就業率 25～44歳の女性就業率を65.9％から70％に高める
■ダイバーシティ行動宣言等登録･届出企業 累計1,200社
■合計特殊出生率 政令市トップクラスを維持

④まち「時代に合った魅力的な都市をつくる」
■「本市への誇りや自信がある」と答えた市民の割合

57.0％（H25年度）⇒80%以上
■「安全だ（治安がよい）」と思っている市民の割合 76％⇒90％以上
■刑法犯認知件数（人口千人あたり） 政令市12位⇒ベスト3
■少なくとも今後40年間で公共施設保有量を20％削減

北九州市の地方創生の基本方針 

女性と若者の定着などにより社会動態をプラスにしていき、

地方創生の「成功モデル都市」を目指す 


